
郵便番号

住　　所

氏　　名

印

ｋｌ

337 台

ｔ－CO2

（あて先）川崎市長

１０４－８１２５

事 業 者 の 氏 名
又 は 名 称

（代理人）取締役常務執行役員関東支社長　大井　博彦

該 当 す る 事 業 者
の 要 件

規則第４条第１号該当事業者

第３号様式
（第１面）

事業活動地球温暖化対策結果報告書

主 た る 事 務 所
又は事業所の所在地

神奈川県川崎市川崎区京町２－１－１

ヤマト運輸株式会社

規則第４条第２号該当事業者

規則第４条第３号該当事業者

規則第４条第４号該当事業者

上記以外の事業者（任意提出事業者）

東京都中央区銀座２－１６－１０

ヤマト運輸（株）代表取締役　長尾　裕

　川崎市地球温暖化対策の推進に関する条例第１０条第１項の規定により、次のとおり提出します。

　　　（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

主 た る 事 業
の 業 種

大分類 Ｈ 運輸業，郵便業 

中分類 44 道路貨物運送業

主 た る 事 業
の 内 容

小口貨物運送事業

事 業 者 の 規 模

原油換算エネルギー使用量

自動車の台数

エネルギー起源の二酸化炭素
以外の温室効果ガスの排出の量

所 在 地 横浜市鶴見区安善町１－１－１

※
受
付
欄

※
特
記
事
項

 ※事業者番号

連 絡 先

担当部署
担 当 部 署 名 神奈川主管支店　安全推進課

ＦＡＸ番号 ０４５－５２１－８７１２

電話番号 ０４５－５００－５１５２

メールアドレス



（第２面）

計 画 期 間 及 び 報 告 年 度 　　平成２５年度～平成２７年度　　　（報告年度　平成２６年度分）

温室効果ガスの排出の量の
削減目標の達成状況及び温
室効果ガスの排出の量

別添　指針様式第２号のとおり

温室効果ガスの排出の量の
削減目標を達成するための
措置の実施状況

別添　指針様式第２号のとおり

他の者の温室効果ガスの排
出の抑制等に寄与する措置
の実施状況

別添　指針様式第２号のとおり

その他地球温暖化対策の推
進への貢献に係る事項

別添　指針様式第２号のとおり

備　　　考
当社の地球温暖化対策の取組みについては、ホームページにて公表していま
す。
http://www.yamato-hd.co.jp/csr

備考 １　欄内にすべてを記載できない場合は、別紙により提出してください。
　 　２　□のある欄は、該当する□内にレ印を記載してください。
　　 ３　報告書には、事業活動地球温暖化対策指針に定める資料を添付してください。
　　 ４　※印の欄は記入しないでください。
　　 ５　氏名（法人にあっては、その代表者)を記載し、押印することに代えて、本人（法人にあって
        は、その代表者）が署名することができます。



様式第２号　　　　　　　　　　　　（第２面）

２　温室効果ガスの排出の量の削減目標の達成状況（第３号該当者等）

 (１) 温室効果ガスの排出の量の状況（排出係数固定）

　 ア　計画期間の温室効果ガスの排出の量

基準年度 第１年度 第２年度 第３年度 目標排出量

（実） 3,125 （実） 3,201 （実） 2,970 （実） （実） 3,031

（調） 3,125 （調） 3,201 （調） 2,970 （調） （調） 3,031

（実） -2.4 （実） 5.0 （実） （実） 3.0

（調） -2.4 （調） 5.0 （調） （調） 3.0

　 イ　計画期間の温室効果ガスの排出の量に係る原単位等の値

基準年度 第１年度 第２年度 第３年度 目標年度の値

％ ％ ％ ％

　 ウ　計画期間の温室効果ガスの排出の量の状況についての説明

第１年度

第２年度

第３年度

 (２) 温室効果ガスの排出の量の状況（全社目標）

0.01338
排 出 量
原単位等の

サービスの向上と横浜市からの営業所の移転により車両台数が１５台増加したため、走
行距離が昨年比１３．５万ＫＭ増加しました。
但し、集配方法の見直し、エコドライブの推進、低燃費車両の導入により、排出量絶対
値は５．０％削減し、活動量を取扱い個数から算出した年間輸送量とした原単位評価で
も、９．２％削減することができました。

環境保護活動を「ネコロジー」と総称し、環境を意識した事業活動とともに、社員一人ひとりが
常に環境保護の意識を持って、日々の各業務に取り組み、徹底的にエコロジー化して、環境にや
さしい物流の仕組みを築き、地域と共によりよい社会作りに貢献する企業を目指します。

２０１１～２０１３年度の当社の三ヵ年計画においては、「事業の推進と環境施策の両立」を
キーワードに環境対策を進め、２０１３年度売上げ当たりのCO2排出量を２００９年度と比べて
４．２％削減いたしました。

＜２０１４年度の実績は、８月に本社より発表予定です＞

3.0削 減 率

t-CO2

％

0.01256

％

t-CO2 t-CO2

取扱い個数の増加により、車両台数が１４台増加したため排出量は２．４％増加しまし
た。
但し、活動量を取扱い個数から算出した年間輸送量とした原単位評価では、事業の成長
を維持しながらもエコドライブの推進や低燃費車両の導入により３．３％削減すること
ができました。

輸送量

3.3 9.2

t-CO2/t

0.01342

単位

0.01384

原 単 位 の
活 動 量

削 減 率

排 出 量

％

t-CO2

％

t-CO2



様式第２号　　　　　　　　　　　　（第３面）

３　温室効果ガスの排出の量の削減目標の達成するための措置の実施状況

 (１) 温室効果ガスの排出の量の削減のための措置の実施状況

計　画

第１年度

第２年度

第３年度

計　画
１、車両台数の抑制
２、低公害な集配車両の導入
３、エコドライブの推進

第１年度

１、車両台数の抑制 ： 自転車・台車等の車両以外の輸送方法も導入いたしま
したが、輸送量の増加に対応するため、基準年度比で車両が１４台増加しまし
た
２、低公害な集配車両の導入 ： トップランナー燃費基準達成車を４４台導入
しました
３、エコドライブの推進 ： 全車両に導入している車両運転管理システムの
データのフィードバックにより、発進停止回数、走行距離を削減しました

第２年度

１、車両台数の抑制
　　・自転車・台車等の車両以外の輸送方法も導入いたしましたが、
　　　サービス向上対応等のため、昨年比で車両が１５台増加しました
２、低公害な集配車両の導入
　　・トップランナー燃費基準達成車を２５台導入しました
３、エコドライブの推進
　　・車両運転管理システムのデータのフィードバック
　　・集配方法変革研修を４回実施、６７名受講
　　　以上により、発進停止回数、走行距離を削減しました

第３年度

事
業
所
等

(

第
１
号
、

第
２
号
、

第
４

号
該
当
者
等

)

自
動
車
等

(
第
３
号
該
当
者
等

)



 (２) 再生可能エネルギー源等の利用実績

　 ア　再生可能エネルギー源等の利用に係る考え方

   イ　計画期間の再生可能エネルギー源等の利用実績

設備等の種類 概要(規模、導入場所、性能等) 導入年度 備考

 　ウ　計画期間の再生可能エネルギー源等の価値の保有実績

種　　類 概要(規模、場所等) 保有年度 備考

様式第２号　　　　　　　　　　　　（第４面）

利用実績ございません。



様式第２号　　　　　　　　　　　　（第５面）

４　他の者の温室効果ガスの排出の抑制等に寄与する措置の実施状況

計　画 ございません

第１年度 ございません

第２年度 ございません

第３年度

５　その他地球温暖化対策の推進への貢献の実施状況

計　画

次世代を担う子供たちへの環境教育のサポートを目的として、地球温暖化をテーマに
「クロネコヤマト環境教室」を開催します。学校に出張して、パネルや副読本による
座学とハイブリッド集配車や新スリーター（電動アシスト自転車＋リヤカー）の実車
見学を行います。この教室を通じて、環境を守ることの大切さ・一人ひとりの行動の
大切さを子供たちに実感してもらいたいと考えています。

第１年度 「クロネコヤマト環境教室」を６回開催しました。

第２年度 「クロネコヤマト環境教室」を５回開催しました。

第３年度



様式第２号　　　　　　　　　　　　（第６面）

６　前年度の温室効果ガスの排出の量等の実績（排出係数反映）

 (１) 事業者単位

 　ア　第１号、第２号、第４号該当者等

（実）

（調）

 　イ　第３号該当者等

（実）

（調）

 (２) 事業所等単位（第１号、第２号該当者等）

 　ア　年間の原油換算ｴﾈﾙｷﾞｰ使用量が 1,500kl 以上の事業所の一覧

事業所の名称

t-CO2
t-CO2
t-CO2
t-CO2

　 イ　年間の原油換算ｴﾈﾙｷﾞｰ使用量が原油換算で 500kl 以上 1,500kl 未満の事業所の一覧

事業所の名称

t-CO2
t-CO2
t-CO2
t-CO2

　 ウ　年間の原油換算ｴﾈﾙｷﾞｰ使用量が原油換算で 500kl 未満の事業所の一覧

 (３) 事業所等単位（第４号該当者等）

　 ア　物質ごとの年間の温室効果ガスの排出の量（二酸化炭素換算）が 3,000ｔ以上（二酸化炭

　 　素の場合はｴﾈﾙｷﾞｰ使用に伴い排出したものを除く。）の事業所の一覧

事業所の名称

t-CO2
t-CO2
t-CO2
t-CO2

　 イ　物質ごとの年間の温室効果ガスの排出の量（二酸化炭素換算）が 3,000ｔ未満（二酸化炭

　 　素の場合はｴﾈﾙｷﾞｰ使用に伴い排出したものを除く。）の事業所の数

2,970

2,970

事業所に係る
事業の名称

温室効果ガス
の排出の量

事業所の所在地
日本標準産業分類

細分類番号

事業所の所在地
日本標準産業分類

細分類番号
事業所に係る
事業の名称

300～400kl 未満

エネルギー使用量の規模 事業所数

400～500kl 未満

事業所の所在地
日本標準産業分類

細分類番号
事業所に係る
事業の名称

200～300kl 未満

100～200kl 未満

事業所数

100kl 未満

温室効果ガス
の排出の量

温室効果ガス
の排出の量

t-CO2

t-CO2



様式第２号　　　　　　　　　　　　（第７面）

７　自動車の使用状況一覧（第３号該当者等）

 (１) 車両の種別

台 台 台 台

普通貨物自動車 台 台 台 台

小型貨物自動車 台 台 台 台

大型バス 台 台 台 台

マイクロバス 台 台 台 台

乗用自動車 台 台 台 台

特種自動車 台 台 台 台

 (２) 燃料の種別

308 台 台 台 台 100.0 ％

電気自動車 0 台 台 台 台 - ％

天然ガス自動車 0 台 台 台 台 - ％

メタノール自動車 0 台 台 台 台 - ％

ハイブリッド自動車 75 台 台 台 台 22.0 ％

ﾌﾟﾗｸﾞｲﾝﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ
自動車

0 台 台 台 台 - ％

燃料電池自動車 0 台 台 台 台 - ％

水素自動車 0 台 台 台 台 - ％

ガソリン自動車
（ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ除く）

2 台 台 台 台 0.6 ％

ディーゼル自動車
（ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ除く）

199 台 台 台 台 72.7 ％

ＬＰＧガス自動車 32 台 台 台 台 4.7 ％

その他 0 台 台 台 台 - ％

うち低燃費車
※

の台数
90 台 台 台 台 47.2 ％

※ 低燃費車とは、「エネルギーの使用の合理化に関する法律」に基づき定められた燃費基準
 　（トップランナー基準）を早期達成している自動車をいう。

0

基準年度 第１年度 第２年度

基準年度 第１年度

台数

0

台数 台数

335

0

総　　数

内
訳

第２年度

2

0

台数

第３年度

総　　数

337308 322

2

306 320

2

0 0 0

0 0

0

第３年度

台数 台数 台数 台数

00

内
訳

0 0

0 0

0 0

70

134 159

220 245

322 337

0 0

30 16

74

2 2

0

0 0

0 0

0

最新年度

比率


